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１ 背景 

ソ連崩壊によるロシア経済の⾃由化以降、サハリンから北海道に向けて送電のための海
底ケーブルを敷設するという計画は、過去四半世紀にわたり⽇ロ双⽅で議論されてきた。
1990 年代末に、アジア・スーパーリング（ロシア語名: Азиатское 
Суперкольцо）といったエネルギープロジェクト構想が発表され[1]、2003 年
には、ロシアの政府系企業と⽇本の⺠間企業との間で、送電網の敷設に関する協議が⾏わ
れていた[2]。しかしながら、現在においても未解決である北⽅領⼟問題を理由に中断を余
儀なくされた[2]。  

 その後、2011 年 3 ⽉の福島第⼀原⼦⼒発電所事故により、電⼒供給の不安定化が⽇本
国内で懸念され始めると、再び⽇ロ間のエネルギー協⼒が関⼼を集めるようになり、⺠主
党政権下の 2012 年 8 ⽉には、ロシアのエネルギー省と⽇本の⾸相官邸との会談で、両国
間の送電網構築に関する話題が取り上げられた[1]。⾃⺠党に政権が交代して以降も協議が
続けられ、2016 年の⽇ロ⾸脳会談では、当時の安倍⾸相とプーチン⼤統領の間で、サハリ
ンから北海道への送電線敷設がエネルギーブリッジ構想(ロシア語名: 
Энергомост)として取り上げられ、⽇ロの経済協⼒プランの具体例として検討さ
れた[3]。 

 サハリン州政府も、域内の発電施設や送電線の近代化が可能になることや、雇⽤創出
と税収の増加が⾒込まれることから、北海道とのエネルギーブリッジ構想に⼤きな関⼼を
寄せている[1]。また、電⼒はサハリンから輸出できる唯⼀の付加価値製品であり、⽇本へ
の送電事業は、⽯炭、⽯油、天然ガスとった天然資源に対するサハリン経済の依存度合を
抑えることにつながるとの評価もある[4]。 

 ⼀⽅で、本計画に関する技術的課題や市場規模の⼩ささなども指摘されている。送電
ケーブルの連結先である北海道は、ロシアからの電⼒を購⼊するほど、エネルギー不⾜が
顕著でないため、最⼤の電⼒消費地である東京にサハリンから電⼒供給することが議論さ
れている[5]。しかし、北海道と本州を結ぶ連系線では、⾸都圏に⼤規模な送電ができない
ことから[6]、新たな送電線を設置する必要がある。またロシアにとって、⽇本とのエネル
ギー事業は、中国や欧州の市場と⽐較して⼩規模であり、⼤海の⼀滴でしかないため、政
治的な課題というよりも経済的なメリットの⼩ささから、⽇ロ間の経済協⼒は⻑年進展し
てこなかったとの指摘がある[7]。 

 以上の背景を踏まえて、本研究では、競争均衡理論、数理最適化⼿法を⽤いて、サハ
リンと北海道間に送電線が敷設された場合、現在の発電設備や送電網の状況と⽐較して、
どの程度の全体的な便益を⾒込めるかについて分析する。特に、宗⾕海峡トンネルと送電
線を同時に設置することは、⽇本、ロシア双⽅にとって⼤きな経済効果をもたらすことが
予想され、本研究で算出する電⼒輸⼊の便益が、どの程度宗⾕海峡トンネルの設置に貢献
可能であるかについて検証する。さらに、本分析によりエネルギーブリッジ構想がもたら



す便益をより正確に把握することを試みる。 
 

２ モデル 

本分析では、図 1 のように、⽇本を北海道(I)、東北(H)、関東(G)、中部(F)、北陸
(E)、関⻄ (D)、中国(C)、四国(B)、九州(A)の 9地域に分け、ロシア(サハリン(J))と送
電網によりくし形に接続すると仮定する。また、それぞれの地域には消費者と⽣産者が存
在し、全体での電⼒需給バランスの調整をシステムオペレータ（ISO: Independent System 
Operator）が⾏う状況を考える。各地域の発電事業者の発電量と各地域間の電⼒融通量、
発電コストから相補性問題を定式化し、Karush-Kuhn-Tucker（KKT） 条件を算出する。 
これらの KKT条件により、電⼒システム全体における市場均衡問題を定義する。さら
に，発電量や需要量などについて、市場での均衡量を求め、消費者、⽣産者、ISOの間で
の均衡について分析する。 

 
図１：⽇本の 9 地域とサハリンの連系線 

 

３ 結果及び考察 

本分析の結果から、送電網の相互接続によって、⽇本全体の社会余剰は約 147 億円増加
することがわかった。余剰の変化が⽣じているのは、北海道地域と ISOの余剰の影響であ
る。北海道地域では、サハリンと送電網が相互接続されたことにより、電⼒価格が低下
し、消費者余剰が増加した⼀⽅で、発電事業者はこれまで実施していた発電ができなくな
ったため、⽣産者余剰が減少へと⾄った。これらの総合的な結果として、北海道における
社会余剰が減少している。しかしながら、ISOの余剰は、主に価格差や融通量等を考慮し
た余剰であるが、送電網の相互接続により電⼒融通量や価格差の変化が⽣じ、余剰が増加
している。これらの各地域の余剰の変化や ISOの余剰の変化の総合的な結果として、送電



網の相互接続は⽇本の社会余剰を増加させる可能性があることを⽰している。 
 

４ 結論及び政策的含意 

本研究では、コスト最⼩化問題と相補性問題を⽤いて、サハリンと北海道との送電線の
接続や再⽣可能エネルギー電源の普及を考慮し、社会的余剰を中⼼に分析を⾏った。試算
の結果、北海道の発電コストが6.799(円/kWh)から6.599(円/kWh)まで低下し、3％ほど安
くなることが確認された。ロシア企業による分析では、サハリンの電⼒が輸出された場
合、⽇本の電気料⾦は2〜4%低減する可能性があると指摘しており[8]、これは本研究の試
算と⼀致している。また、北海道に向けて500MWの電⼒供給が実現すれば、表13が⽰す
通り、⽇本全体の社会余剰が84億円程度増加することが期待できるが、実際にRUS hydro
社は北海道へ約500MWの電⼒供給を⽬指して、サハリンに発電所を新設することを計画
していた[2]。2019年には、サハリンのトマリンスキー地区に、発電容量120MWの発電所
GRES-2(ロシア語名: Сахалинская ГРЭС-2)が新設され[9]、今後は発電容
量を段階的に増設することが議論されている[10]。 
宗⾕海峡トンネルを建設した場合、その建設費は4200億円から1兆円ほどが必要である

と⾔われている[11]。電⼒輸⼊により年間の便益は、上記で⽰したように84億円であるこ
とから、建設費を回収するためには50年から120年ほどかかり、サハリンからの電⼒輸⼊
のみで回収することは⽐較的困難であることがわかる。そのため、宗⾕海峡トンネルを利
活⽤する別の産業からの経済効果により、建設費の回収期間が現実的な値へと近づくこと
が考えられる。 

 ⼀⽅で、2022年のウクライナ侵攻以降、ロシアへのエネルギー依存に対する懸念が⻄
側諸国で⾼まっており、エネルギーブリッジ構想には、今まで以上に⽇本の安全保障を踏
まえた慎重な議論が求められている。このような警戒論に対して、ロシア側には、⽇本の
エネルギー市場において⼤きなシェアをもつ中東諸国と⽐較して、サハリンからの電⼒輸
出は⽐較優位性があるという⾒⽅が存在する[12]。確かに、⽇本にとってロシアからの電
⼒購⼊は、エネルギー資源の調達先を分散化させ、過度な中東依存を緩和させることにつ
ながる可能性がある。また⽇本のエネルギー輸⼊において、ロシアが貿易相⼿国として占
める割合は10％未満であり、サハリンからの電⼒供給が過度なロシア依存を促す結果につ
ながるとは考えにくい。ロシアの⼀部の専⾨家は、⽇本市場の20％程度までなら、⽇本の
エネルギー安全保障戦略に合致した形でシェアを拡⼤できるのはないかとの⾒通しを⽰し
ている[8,12]。 

 今後、激変する世界情勢の中で⽇ロ間の経済協⼒を進展させていくには、双⽅の利益
を尊重しながら、相互の信頼を構築していく姿勢がより⼀層必要であると考える。 
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